
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

法人税等調査事績

国税庁は、先月（11月）の下旬に令

和５事務年度 法人税等の調査事績の概

要を公表し、令和5事務年度（令和5年

7月～令和6年6月）の法人税及び消費税

の調査等の状況を公表しました。

大雑把に言いますと、5年度分の法人

税等の実地調査件数は約6万件で前年度

より5％程度減少しています。法人数は

300万社弱ですから、実地調査は、法人

全体の内の2％程度と言うことになりま

す。逆に申告漏れの所得金額は1兆円弱

で、前年度が8千億円でしたので25％も

増加しました。追徴税額は約３千億円

で１件当たりの追徴は500万円になりま

す。

この他に税務署等において書面や電

話による連絡や来署依頼などの安易な

接触によるものは、約7万件で前年度か

ら10％以上増えています。

令和5事務年度から、実地調査・行政

指導及び署内調査を実施するに当たっ

てAIの活用を本格的に開始し、決算内

容や収集資料から効果的に税務調査等

を実施しているようです。

本事績報告では、源泉所得税につい

ての事績も掲載されていますので、次

にそれを表にしておきます。

法人税等 源泉所得税

実地調査 59,000 69,000

件数 件 件

申告漏れ 9,700 非違件数

所得金額 億円 22,000件

追徴税額 3,200億円 380億円

簡易接触 70,000 135,000

件数 件 件

追徴税額 92億円 88億円

事務所の年末年始の休暇は、

12月28日（土）～令和7年1月5日

（日）です。ご迷惑をおかけします

が、宜しくお願いします。

事務所・Ｐ５より・・

今年も有り難うございました。

編集後記 今年もあとわずか。師走の慌ただしい時期にかかりますが、

ノンビリする時間を見つけて乗り切ってください。

1年間、この通信をお読み頂き有り難うございました。来年もどうぞ宜し

くお願い致します。皆様にとりまして来年が良い年でありますようお祈り致

しております。

編集発行 株式会社プランニングファイブ
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令和6年12月１日
年末調整・ますます複雑に

2024年(令和6年)の最終号です。あっ

という間の1年でした。

属国だと思っているウクライナへの

ロシアの侵略は2022年2月24日に始まり、

先月で既に1,000日を超えました。その

時に数千人のウクライナの子どもたち

がロシアに強制的に連行され、人質に

取られたままです。

イスラエルとハマスの間での大規模

な戦闘は2023年10月7日から始まりすで

に400日を超え、100人を超える人質は

まだ解放されていません。

北朝鮮に拉致（使い方が正確かどう

か分かりませんが、そう言われていま

す）された若年層を中心とした日本人

は、既に50年(17,000日）に及んでも、

まだ家族の基に戻ってきません。

日本政府は、1977年に拉致された横

田めぐみさんら17名を北朝鮮による拉

致被害者として認定しています。この

うち、5名は2002年に帰国しましたが、

残りの12名については、いまだに帰国

できていません。考えられないほど長

い期間、家族から引き離されてきまし

た。

人質などの犯罪行為の発生している

地域は、主に紛争地域で、そこは内戦

地域であったり、政情不安定な地域で

あったり、あるいは宗教的な対立によ

る地域であったりします。共通してい

ることは、すべて強力な殺傷兵器をも

つ軍事力を背景にしていると言うこと

です。

来年は、最大の軍事国家である米国

の大統領が交代します。選挙の怖さは、

歴史にも現れていますが、その国に留

まりません。

政治色の強い司法、公務であれば何

をしても許される指導者の国は、果た

して法治・民主主義国家と言えるのか

はおくとしても、その国が世界により

大きな影響を与えると言うことです。

来年2025年は、45の平方根の年で、

前回の44×44＝1936(昭11）年から89年

ぶりの平方根の年になります。前回・

昭和11年は、日本では二・二六事件、

外国ではドイツがラインライト進駐に

踏み切り第二次世界大戦の道線となっ

た年です。

次の QRコードをスマホなどで読
み取って戴ければ HPにリンクしま
す。この通信のアン

ダーライン部分はハ

イパーリンクで元の

データを呼び出すこ

とが出来ます。

https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2024/hojin_chosa/index.htm
https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2024/hojin_chosa/index.htm
https://www.nta.go.jp/information/release/kokuzeicho/2024/hojin_chosa/index.htm
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/kaishahyohon2022/kaisya.htm
https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/kaishahyohon2022/kaisya.htm
https://www.nhk.jp/p/ohayou/ts/QLP4RZ8ZY3/blog/bl/pDodEAXj7Y/bp/pP11w60k8P/
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2024年12月の税務・総務予定

（税務）

＊給与所得の年末調整

(原則)本年最後の給与の

支払日前日まで

＊固定資産税・都市計画税(第3期

分)の納付期限 通常月末

（東京都 R6年12月27日、横浜市

・茅ヶ崎市 R7年1月6日)

（総務他）

＊年賀状の発送

（このP5NEWSで代用）
＊年末ボーナスの支給

COVID-19関連のデータはホームページ
(HP)に掲載しております。

今年も年末調整を行う時期になりま

した。年末調整とは、給与等の支払者

が、その給与を受けとる人（給与所得

者）の一人ひとりについて、その年中

に支払われた給与等の総額に対して納

めなければならない税額（年税額）を

算出し、その年税額と既に源泉徴収し

た税額とを比べて過不足額を精算する

手続のことをいいます。

早い話、雇用者（会社）が代理をし

て従業員の確定申告をしているような

ものです。このため他の所得がなかっ

たりイレギュラーな控除が発生してい

なければ、これで(申告)終了となりま

す。

令和6年分の年末調整を行う上で、注

意しておく点は、6月以後に行った定額

減税をこの年末調整時に再度、処理す

る（年調減税事務を行う）必要がある

こと、源泉徴収票の発行では、いくら

の定額減税があり、引き切れなかった

のはいくら有るとかなど今までと記載

が異なります(面倒くさくなります）。

年末調整は、原則として給与を受け

取っている人全員に行います。

対象にならない人は、扶養控除等申

告書を提出しなかった人、年の途中で

退職した人や給与の収入金額が2,000万

円を超える人などです。

また年末調整の対象となる人のうち、

給与所得以外の所得を含めた合計所得

金額が1,805万円を超えると見込まれる

人については、年調減税額を控除しな

いで年末調整を行います。これは、給

与収入が2,000万円（所得では1,805万

円）以下ですと年末調整をすることに

なりますが、給与収入が2,000万円以下

でも給与以外の所得が見込まれる場合

などで所得が2,000万円を超えると思わ

れる人は、年末調整はしますが定額減

税を控除しないで年末調整をすると言

うことです。そうしないと、確定申告

では、当然に定額減税ができませんの

で、その申告による納税額がその分、

多く払うことになってしまいます。少

しは残念な思いを和らげるかも知れま

せん。

年末調整事務では、国税庁が、毎年

発信している「令和6年分 年末調整Ｑ

＆Ａ」を参考にして戴くとして、ここ

では、次のQ&Aを紹介します（税務通信

3824号）。なお、若干要約しておりま

す。

Ｑ 当社の従業員に対して本年6月

以降の給与等を支払う際には、定

額減税額（月次減税額）を控除し

た金額を源泉徴収しています。年

末調整の際にも定額減税を行うと

2回控除することになってしまわな

いでしょうか。

Ａ 年末調整では、本年分の毎月の給

与等から徴収した税額の合計額と、年

調して最終の税額とを比べてて過不足

額を出して、その精算を行います。と

いうことは、毎月の給与等から徴収し

た税額の集計の際には、定額減税（月

次減税）した後の税額が源泉徴収とし

て既に国に納税されていますので、年

末調整では、この月次減税をした後の

税額と年調減税をした後の年調年税額

を比較して過不足額の精算を行います

ので、2回控除することにはなりません。

Ｑ 当社の従業員から、本年9月

に居住する市から調整給付金（定

額減税しきれないと見込まれる方

への給付金）の支給を受けたと申

し出がありました。年末調整の際

に、本人の合計所得金額にこの給

付金の額を加算する必要はないで

しょうか。

また、この給付金の額と年末調

整の際に算出した年調減税額のう

ち年調所得税額から控除しきれな

かった金額（以下「控除外額」と

いいます。）が一致しないのです

が、問題はないでしょうか。

Ａ 各市区町村において所得税及び個

人住民税の定額減税の実施と併せて行

われる各種給付措置により支給される

給付金（調整給付金等）は、所得税等

を課されないものとなりますので、本

人の合計所得金額に加算する必要はあ

りません。

したがって、従業員の方が調整給付

金等を受給した場合であっても、年調

減税事務などの源泉徴収事務に影響す

ることはありません。

また、調整給付金等の額と控除外額

は必ずしも一致するものではありませ

ん。

誌面がなくなりそうなので最後に押

し込みます。国税庁は税金について質

疑応答事例を出しています。専門的な

ものが殆どですが、これが、先月リニ

ューアルされました。

例えば、所得税関係では、「入院時

に病院へ支払った保証金」の医療費控

除は?・・支払時ではなく退院時に補填

されたときに医療費控除になるという

話。・・当然でしょう。

源泉所得税関係では「使用人が使用

者からベビーシッター費用の補填金を

受領する場合の課税関係」・・この補

填金は、非課税所得に該当せず、給与

所得として課税の対象となるというも

の。・・これでは意味がない？政策で

対応すべきかな？ などです。
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（https://www.shonantax.jp/）

https://www.shonantax.jp/p5/
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2024/01.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2024/qa.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2024/qa.htm
https://www.zeiken.co.jp/mgzn/tusin/
https://www.zeiken.co.jp/mgzn/tusin/
https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/shinki.htm
https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/shinki.htm
https://www.shonantax.jp/

